
３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

13



３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

課題１：ＦＤに取り組むインセンティブが欠如している

「大学教授の資格」として規定されている「大学における
教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認教育を担 す わ 教育 能 を有す 認
められる者」（大学設置基準第14条）でいう、「教育上の
能力」とは何であり、それはどのように証明されているの能 」 何 あり、そ う 証明
かが明らかではない。

よって、採用・昇進にあたっては、可視化しやすい「研究よって、採用 昇進にあたっては、可視化しやすい「研究
上の能力」に比較して、「教育上の能力」は、適正に評価
されないため、教員がＦＤに取り組むインセンティブが機されないため、教員がＦＤに取り組むインセンティブが機
能しない。
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大学教授の資格（大学設置基準）

３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

大学教授の資格（大学設置基準）
• 第十四条 教授となることのできる者は、次の各号のいずれかに該当し、か

大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認めつ、大学における教育を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると認め
られる者とする。

• 一 博士の学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有博 学位( 国 授 相 す 学位を含 。)を有
し、研究上の業績を有する者

• 二 研究上の業績が前号の者に準ずると認められる者

三 学位規則(昭和二十八年文部省令第九号)第五条の二に規定する専門職• 三 学位規則(昭和二十八年文部省令第九号)第五条の二に規定する専門職
学位(外国において授与されたこれに相当する学位を含む。)を有し、当該専
門職学位の専攻分野に関する実務上の業績を有する者

• 四 大学において教授、准教授又は専任の講師の経歴(外国におけるこれら
に相当する教員としての経歴を含む。)のある者

• 五 芸術 体育等については 特殊な技能に秀でていると認められる者• 五 芸術、体育等については、特殊な技能に秀でていると認められる者

• 六 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有すると認められる者
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３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

提言１：教員の教育能力証明を必須化する

大学教員 採用 昇進 あた 各大学は「大学 おける教大学教員の採用・昇進にあたって、各大学は「大学における教
育を担当するにふさわしい教育上の能力」をどのように証明してい
るのかを情報公表することを必須化する（英国を始めとする欧州るのかを情報公表することを必須化する（英国を始めとする欧州
諸国で採用されている制度）。初等中等教育と異なり、学生を教え
るために必須の教員免許とは異なる性格を持つものとする。

各大学においては、教育関連賞の受賞歴・他者による授業参観
記録・学生からの授業評価アンケートなどを総合的にまとめた
ティーチング・ポートフォリオ（教育業績記録）を適正に認証したり、
教育能力開発のための課程（プログラム）修了証明を出したりする
ことができる 小規模な大学のために 専門家団体などによる認ことができる。小規模な大学のために、専門家団体などによる認
証も可能にするとよい。
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各国の大学教員の職能開発（P f i l D l t）の時期別類型

３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

各国の大学教員の職能開発（Professional Development）の時期別類型

l

入職 テニュア取得

Pre PD

（入職前型）

Initial PD

（初期型）

Continuing PD

（生涯継続型）

米国型 欧州型 日本型

米国型 欧州型 日本型米国型
（入職前型PD）

欧州型
（初期型PD）

日本型
（生涯継続型PD）

投資効果 中 高 中投資効果 中 高 中

参加者動機 高 中 低



３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

大学教員の平
均年齢は上昇均年齢は上昇
し、過去最高

文部科学省
「平成22年度

学校教員統計調査」
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３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

限られた資源
をどこに投資をどこに投資
するか？

↓↓
対投資効果の
高い若手教員高い若手教員
を第一ターゲッ
トにすべきではトにすべきでは
ないか？

文部科学省
「平成22年度

学校教員統計調査」
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３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

事例：愛媛大学のテニュア・トラック導入の取組み（予定）事例：愛媛大学のテニュア トラック導入の取組み（予定）
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３．提言１：教員の教育能力証明を必須化する

事例：愛媛大学のテニュア・トラック導入の取組み（予定）事例：愛媛大学のテニュア トラック導入の取組み（予定）
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４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる
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４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

課題２：FDの手法が限定されている

「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組
織的な取組の総称」（学士課程答申2008）とされる日本織 な取組 総称」（学 課程答申 ） される 本

のＦＤの一般的形式は、講演会、教員相互の授業参観、
学生による授業アンケートであるが、手法が限定されて学生による授業アンケ トであるが、手法が限定されて
いるため、教員の多様なニーズに応えられていない。そ
のためマンネリ化、形式化している。、 。

しかも、このような能力開発手法の効果は限定的であ
る 入念に企画されたものでなければ ＦＤに対する誤っる。入念に企画されたものでなければ、ＦＤに対する誤っ
た理解を広めることにもなり、逆効果ですらあるので、留
意する必要がある。

23
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４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」2011

こうした調査項目が各大学でのＦＤ活動を誘導する可能性もある。
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提言２ FDの内容を拡張し 深化させる

４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

諸外国で最も一般的なＦＤの手法である授業コンサルティング（専
門職であるコンサルタントが授業改善の方向をクライアントである
教員と協同で探求する手法） 参加型のワ クショップ（自らの課題教員と協同で探求する手法）、参加型のワークショップ（自らの課題
を参加者同士の相互作用を通して解決していく手法）等を普及して
いく必要がある。これらは時間と手間はかかるが、効果的な手法といく必要がある。これらは時間と手間はかかるが、効果的な手法と
される。

一方で、「教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織、 教員 授 容 法 改善 織
的な取組の総称」（学士課程答申2008）とされるＦＤの定義自体も
拡張する必要がある。カリキュラム、組織改革までも含めたものと
する とで より全学的な様々な取組みと 体化した改善が期待ですることで、より全学的な様々な取組みと一体化した改善が期待で
きる。
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事例 愛媛大学の授業 ンサルテ ング サ ビス

４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

事例：愛媛大学の授業コンサルティング・サービス

１．方法

– 教員が担当している授業の中間時期（５回目頃）に、教育企
画室のコンサルタントが授業に入り、学生からコメントを聞き
出して、その内容を基に共同で改善策を模索する。

２．対象者

– コンサルティングを希望する授業担当教員
– 農学部FDとして2009年度後期から3年間で全教員

– 2004年度から取組みを開始し、毎学期20名程度が利用

３．コンサルタント３．コンサルタント

– 教育企画室教員（４名）
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４．提言２：FDの内容を拡張し、深化させる

事例：四国地区大学教職員能力開発ネットワーク（ＳＰＯ
Ｄ）におけるＦＤプログラムの共有化と標準化

ＳＰＯＤ内で開催され、かつ加盟校の参加可能なＦＤ／ＳＤプログラ
ムを網羅的に掲載（毎年約60 70講座） 加盟校の全教職員に配ムを網羅的に掲載（毎年約60～70講座）。加盟校の全教職員に配
付しており、希望するプログラムを探して直接申込みが可能となり、
毎年ＳＰＯＤ加盟校の教職員を中心に年間１ ０００名以上の参加毎年ＳＰＯＤ加盟校の教職員を中心に年間１，０００名以上の参加
を確保している。

【掲載されている研修プログラム】【掲載されている研修プログラム】
学習評価の基本、学生の能動学習を引き出
す仕組みＴＢＬ（チーム基盤学習）、アクティブ・
ラーニング ルーブリック作成方法 わかりやラ ニング、ル ブリック作成方法、わかりや
すいシラバスの書き方、大人数講義法の基本
等
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５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する
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５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

課題３：FD担当者・担当部署がない

務 般 が 務ＦＤは委員会業務の一つとして、一般教員が兼務してい
ることが多いが、任期も短く、専門性も向上しないので、Ｆ
務Ｄ業務を拡充、深化させることはできない。また委員会レ

ベルでは、権限がないために、全学的な教育改革の推進
な 得な う 状 業務 す力にはなり得ない。こうした状況の中では、業務に対する

一般教員からの反発が強い上に、適切な評価もなされず、
担当者 なり手が なＦＤ担当者のなり手がいない。

一方、高等教育開発センターを立ち上げたとしても、養
成機関がないため、全国的にＦＤ担当者の人材難が続い
ており、確保がしにくい状況にある。
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提言３：専任のＦＤ担当者を配置・育成する

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

提言３：専任のＦＤ担当者を配置 育成する

大学の教育・学習の質保証が叫ばれているが、そのこ
とを全学レベルで本気で考えている教職員は多くない。業
務として責任を持って質保証に取り組むスタッフである、
ファカルティ・ディベロッパー（注）を配置・育成する必要が
ある。

注：諸外国では、FDが拡大した1960年代後半以降、配置されてきた専門職。
Center for Teaching and Learning等の組織に所属している。Educational 
C lt t Ed ti l D l A d i D l などと呼称される場合Consultant, Educational Developer, Academic Developerなどと呼称される場合
もある。資格はないが、教育学等の専門知識に裏付けられたFD実践の経験
を持っている。海外には専門職団体も多くあり、人材育成、専門性向上のた
め 相互研鑽に取り組ん る 本 は 本高等教育開発協会が 年めの相互研鑽に取り組んでいる。日本では日本高等教育開発協会が2009年
に発足し、2010年にThe International Consortium for Educational 
Developmentに加盟している。
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５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

専任のFD担当者（FDer）
は、教員200名に1名程度

愛媛大学教育企画室スタッフ

は、教員200名に1名程度
の配置が望ましいとされ
るが（米国のFDerからの
アドバイス）、先進諸国に
追いつくためにはそれ以
上の人員配置が 時的上の人員配置が一時的
に必要。
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全学における教育企画室の組織図

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

学 長

役員会

教育・学生支援機構

機構長（機構長は理事・副学長（教育担当）が兼任）
副機構長 教育コーディネーター

各学部

教育学生支援会議
教育企画室

副機構長 教育 デ タ

全学と学部の連携
全学と学部の連携
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ＳＰＯＤ（四国地区大学教職員能力開発ネットワーク）の組織図

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

各種研究開発での協働

国立教育政策研究所

（高等教育研究部）
全国他地区の
ネ トワ ク等

成果の情報発信、連携

ＳＰＯＤ（四国地区大学教職員能力開発ネットワ ク）の組織図

【ネットワークコア校】

（高等教育研究部） ネットワーク等

【ネットワークコア校】

香川県内加盟校
愛媛県内加盟校

愛媛大学
（教育企画室） （大学教育開発センター）

香川大学

（研究開発、人材育成を担う４大学でネットワークコアを構成）
ネットワ クコア運営協議会（月１回程度開催）

徳島県内加盟校
高知県内加盟校

高知大学
（総合教育センター）

徳島大学
（大学開放実践センター）

【ネットワーク加盟校】

研究員の派遣、研修講師の依頼、各種研修プログラムへの参加、

ネットワークコア運営協議会（月１回程度開催）

研究員の派遣、研修講師の依頼、各種研修プ グラム の参加、
コンテンツ、コンサルテーションの利用。併せて、コア校が開発した
プログラムの共同試行、共同実施等に参加。

代表校：愛媛大学
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SPOD研修講師 覧

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

・ 小規模校での採用は困
難であるが、大学間連携に

SPOD研修講師一覧

難であるが、大学間連携に
より、各大学が利用できる
FD担当者の数は増大する。担当者の数は増大する。
・ FD担当者は役割の標準
化と分担が可能になり、専化と分担が可能になり、専
門性を相互に高めることが
できる。きる。

・ 特に国立大学の高等教
育開発センターは、地域の育開発センタ は、地域の
大学のFDに貢献する使命
がある。
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SPOD研修講師派遣事業

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

加盟校がＳＰＯＤに加盟するメリットとして，加盟校単位で希望す
るプログラムを ＳＰＯＤから研修講師を年１回無料で派遣 初年

SPOD研修講師派遣事業

るプログラムを，ＳＰＯＤから研修講師を年１回無料で派遣。初年
度はコア校の講師１１名を２３機関に派遣。

■平成２３年度ＳＰＯＤ内講師派遣実績

【派遣機関】 ２３機関 【派遣講師】 １１名

【受講者数】 ６５４名（うち学外４４名）

■平成２３年度ＳＰＯＤ内講師派遣実績

【受講者数】 ６５４名（うち学外４４名）

【アンケート結果】 ※１９機関に実施

参加者の約９４％ が「全体的に満足」と回答。

小規模校においても 質の高い研修プログラムの受講が可能となり 学内で教育改革

様々な授業改善の技法
※平成２３年９月７日，高知県立大学・高知短期大学

【本事業実施による成果】

・小規模校においても，質の高い研修プログラムの受講が可能となり，学内で教育改革

や自らの能力開発に取り組む状況が生まれてきた。

・加盟校からの意見・要望を含め，ＦＤ／ＳＤに関する情報共有も行われるようになった。
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※派遣した全機関から本事業の継続希望があった。



日程 プログラム名 主催校 対象
講師担当
校

講師 全受講者数
うち学外参加者数
(うち遠隔講義受講

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する
日程 プログラム名 主催校 対象

校
講師 全受講者数 (うち遠隔講義受講

者）

6月

6月10日(金） 講義法の基本 新居浜工業高等専門学校 FD 香川大学 葛城 27 －

6月16日(木） ＦＤの意義と実践事例 弓削商船高等専門学校 FD 愛媛大学 佐藤 27 －

6月25日(土） ティーチング・ポートフォリオ入門 香川短期大学 FD 愛媛大学 秦 66 2月 ( ） ティ グ ポ ォリオ入門 香川短期大学 愛媛大学 秦

7月

7月15日(金） ティーチング・ポートフォリオ入門 徳島工業短期大学 FD 徳島大学 香川 17 0

7月22日(金） 大学職員のための企画力養成講座 高知工科大学 SD 愛媛大学 秦 20 3

7月29日(金） 講義法の基本 香川県立保健医療大学 FD 香川大学 葛城 28 1

7月29日(金） ティーチング・ポートフォリオ入門 香川高等専門学校 FD 徳島大学 香川 14 －月 (金） ティ チング ポ ォリオ入門 香川高等専門学校 徳島大学 香川

7月30日(土） 講義法の基本 高松大学・高松短期大学 FD 香川大学 佐藤 19 0

8月

8月9日(火） 大学職員のための企画力養成講座 松山東雲女子大学・松山東雲短期大学 SD 愛媛大学 秦 30 －

8月30日(火） 大学職員のための企画力養成講座 聖カタリナ大学・聖カタリナ大学短期大学部 SD 愛媛大学 秦 35 1

8月30日(火） 講義法の基本 高知学園短期大学 FD 香川大学 佐藤 41 5月 日(火） 講義法の基本 高知学園短期大学 香川大学 佐藤

9月

9月7日(水） 様々な授業改善の技法 高知県立大学・高知短期大学 FD 高知大学 立川 27 0

9月9日(金） 大学職員のための企画力養成講座 高知大学 SD 愛媛大学 秦 24 0

9月12日(月） ＳＤプログラム開発手法 四国大学・四国大学短期大学部 SD 愛媛大学 米澤,秋谷 31 0

9月15日(木） 様々な授業改善の技法 徳島文理大学･徳島文理大学短期大学部 FD 愛媛大学 佐藤 66 19月 5日(木） 様々な授業改善の技法 徳島文理大学 徳島文理大学短期大学部 愛媛大学 佐藤 66

9月20日(火） 様々な授業改善の技法 今治明徳短期大学 FD 高知大学 俣野 17 0

9月22日(木） 効果的なグループワークの技法 愛媛大学 FD 高知大学 立川 5 0

9月27日(火） 効果的なグループワークの技法 高知工業高等専門学校 FD 高知大学 立川 11 0

9月30日(金） 様々な授業改善の技法 愛媛女子短期大学 FD 愛媛大学 佐藤 26 －

11月11月

11月30日(水）学習評価の基本 阿南工業高等専門学校 FD 徳島大学 宮田,吉田 55 0

12月

12月9日(金） ティーチング・ポートフォリオ入門 徳島大学 FD 愛媛大学 秦 32 28(28)

12月16日(金）シラバスの書き方 香川大学 FD 徳島大学 宮田 12 3

12月19日(月）様々な授業改善の技法 愛媛県立医療技術大学 FD 愛媛大学 佐藤 24 －
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12月19日(月）様々な授業改善の技法 愛媛県立医療技術大学 FD 愛媛大学 佐藤 24

受講者数計 654 44
※学内向けプログ
ラムは－を表示し

ています。



５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

ＦＤｅｒ養成講座過去４回開催（各回全国から５０名程度の参加者）

主な対象

到達目標

主な対象
大学教育センター等でＦＤを主要な業務として担
当する教職員

到達目標
１．全学のＦＤを推進・牽引するリーダーとして必要
な知識・技術・態度を身につける。
２ 研修講師や会議のファシリテーターとしての卓２．研修講師や会議のファシリテ タ としての卓
越した技術・態度を身につける。
３．自らの活動を振り返り、抱えている課題を客観
的に分析し、他者からの助言を踏まえて、解決策を ＦＤｅｒ入門講座 【東京】的に分析し、他者からの助言を踏まえて、解決策を

見出すことができる。

内容
ＦＤ専任担当者としての自らの活動の振り返り 課題分析 ディスカッションを通した

ＦＤｅｒ入門講座 【東京】

・ＦＤ専任担当者としての自らの活動の振り返り、課題分析、ディスカッションを通した
解決策の模索
・自らの組織文化にあわせた、ＦＤ推進戦略立案

実践を基盤とした研究（高等教育開発研究）の課題と可能性
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・実践を基盤とした研究（高等教育開発研究）の課題と可能性



ＦＤ シリ タ 養成研修

５．提言３：専任のFD担当者を配置・育成する

ＦＤファシリテーター養成研修
目的：各加盟校におけるＦＤを企画・実施できるＦＤリーダーの養成
実績：地域別に２回（計２７名参加）開催実績：地域別に２回（計２７名参加）開催

6月：東四国（徳島・香川）対象 10月：西四国（愛媛・高知）
事後アンケート：参加者の９３％から「満足」という回答。

ＦＤフ シリテ タ 養成研修（東四国対象） ＦＤフ シリテ タ 養成研修（西四国対象）

過去３年間の参加者：計９７名
各大学等でのＦＤ担当者の育成が進んでいる

ＦＤファシリテーター養成研修（東四国対象）
※平成２３年６月２５日～２６日，国立淡路青少年交流の家

ＦＤファシリテーター養成研修（西四国対象）
※平成２３年１０月８日～９日，愛媛大学愛大ミューズ

各大学等でのＦＤ担当者の育成が進んでいる
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３ 今後の予定３．今後の予定

ご清聴ありがとうございました。

ご質問・ご意見は下記までお願いします。

sato hiroaki mk@ehime-u ac jpsato.hiroaki.mk@ehime u.ac.jp
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